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はじめに

筆者のこれまでのアジア各国の労働市場分析

では，国内的にも国際的にも重層化したアジア

の労働市場が，アジア側の歴史的・制度的要因

に規定されつつどのように展開しているのか，

また開発工業化を担う外資系企業，とりわけそ

の主役である日系企業のアジア展開に伴ってど

のように再編成されているのか，その諸相に着

目してきた。そこで検出した注目すべき特徴の

ひとつは，労働市場の階層化・多元化の進展と

ともに顕現する労働者の一層の序列化であり，

労働格差の拡大であった。当該社会の労働格差

が，当該社会の規定要因と外国直接投資の相互

作用によって，どのような特徴をもって展開し

ているのか，新興のアジア労働市場の分析に

とって，かかる分析視角は不可欠であろうと思

われる。

筆者の既発表のアジア各国・各地域の労働市

場分析の成果から，アジアに固有の労働格差の

事例を示せば，例えば中国では戸籍問題に規定

された都市労働市場における都市戸籍者と農村

戸籍者の就労格差，マレーシアでは多民族国家

ゆえの民族間の労働格差，とりわけ中国系マ

レーシア人とマレー系マレーシア人，それに大

挙して流入する外国人労働者との労働格差，イ

ンドではカースト制度に規定された企業内労働

者のカースト序列と，他面で特別の配慮を要す

る下層カースト・アウトカーストへの優遇政策

の問題などである。直接投資を牽引する日系企

業は，その進出先でこうした現地側の社会的・

制度的要因に制約されながら独自の経営戦略・

労務管理を実施することになる。また日本国内

において近年急増している雇用の非正規化に先

駆けて，アジアでは開発工業化の初期から様々

な形態の非正規労働者（臨時雇用，季節雇用，

短期契約雇用，請負労働など）を大量雇用し

て，労働力需要の変動に対応してきた。１９９７年

のアジア経済危機以降は，その傾向が一層顕著

である。こうした不安定な就労形態も労働格差

の要因となっており，アジアではかかる労働者

の非正規化が前述の社会的・制度的要因と複雑

に絡み合いながら拡大しているところに特徴が

ある。したがって，本稿でいう労働格差とは，

単に賃金＝所得格差を意味するだけではなく，

多様な社会的・制度的要因および経済的要因に

よって生起する労働条件・雇用条件の質的格差

のことであり，それは労働のあり方によって規

定された労働者生活の質的格差に繋がってい

る。

本稿ではインドネシアのジャカルタ首都圏

（ジャボタベックという，ジャカルタ特別州，

タンゲラン県・ボゴール県・ブカシ県の１州３

県をさす。地名は図１を適宜参照）を事例とし

て，この国の労働格差の特質解明に接近する。

これまでのアジア各国・各地域調査では，主に

日系企業の企業内労働市場の格差問題を分析対

象としてきたが，本稿では直接投資の主役であ

る日系企業と，労働市場の底辺に位置する都市

雑業，この両者を俎上にのせて，同じ労働市場

内の労働格差ばかりでなく，異なる市場間の労

働格差を分析対象とする。一方の日系企業はい
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わば最上位の労働市場であり，他方の雑業的労

働市場は底辺市場であるから，この２つは両極

端に位置することになり，格差構造の重要な側

面が検出しうると考える。なお，この両者の中

間には，現地資本の大企業や中小零細企業の労

働市場など，さらに比較検討を要するその他の

市場も存在する。今回の検討では対象外とする

が，中小零細企業については筆者の過去の調査

例もあるので参照されたい。（宮本：２００１）

� ジャカルタ首都圏の労働力構成

まず表１で統計データに表れる首都圏の労働

力人口を確認しておこう。首都圏はジャカルタ

（特別市，行政単位は最上位の州と同等）と３県

（ボタベック）より成るが，県レベルで労働力人

口が把握できる公的統計データは５年毎に集計

される人口統計であり，同表では本稿執筆時に

刊行済みの２０００年人口統計を用いている（１９９０

年代半ばに初等中学までを義務教育とした関係

で「１５歳以上＝労働可能人口」とする集計方法

に変化しているので，時系列のデータは示して

いない）。公式統計によれば，２０００年の首都圏

労働力人口はおよそ９５０万人となるが，周知の

ように下層住民＝底辺労働力の相当部分が調査

対象外となっており，この数値には実態との乖

離があることにも留意しておく必要がある。と

くに地方出身の都市雑業層や中小零細企業労働

者の多くは還流型の出稼ぎ労働であり，KTP

（Kartu Tanda Penduduk，住民登録証）を出稼

図１ ジャカルタ首都圏

ジャカルタ特別州 タンゲラン県 ボゴール県 ブカシ県 合 計 構成比（％）

労働力人口

就労者 ３，７１５，６８５ １，８０２，５１１ ２，０６９，３０９ １，４２６，８０４ ９，０１４，３０９ ５９．６

求職者 ２８６，８９１ ５２，５７２ ９５，２６３ ５０，２４５ ４８４，９７１ ３．２

小計 ４，００２，５７６ １，８５５，０８３ ２，１６４，５７２ １，４７７，０４９ ９，４９９，２８０ ６２．８

就学者 ７５４，３３５ １１４，３４４ １９０，１４０ １０６，１１６ １，１６４，９３５ ７．７

その他 １，５９９，１７９ ８４６，０１１ １，２７５，７３３ ７３７，２１１ ４，４５８，１３４ ２９．５

合 計 ６，３５６，０９０ ２，８１５，４３８ ３，６３０，４４５ ２，３２０，３７６ １５，１２２，３４９ １００．０

表１ ジャカルタ首都圏の労働力人口（２０００年）

（出典）BPS［２０００］より作成。
（注）労働力人口はセンサス集計の前週の就労者・求職者。

デポック市（１９９９年にボゴール県から独立）はボゴール県に含めて算出。
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ぎ先（職場）で取得することがない。このような

いわば「闇人口」は数百万人にのぼるとの推計も

ある（詳しくは前著，宮本：１９９９，２００１を参照）

統計データで得られる労働力の業種別構成を

集計すると，表２のようになる。ジャカルタで

は商業・サービス業の構成比が高く，対照的に

工業化初期に工業団地が開設されたタンゲラン

県や近年の開発最前線であるブカシ県では製造

業比率が高まっている。これは，ジャボタベッ

ク内部におけるジャカルタと隣接のボタベック

３県の首都圏機能分化の反映と見られる。首都

圏の機能分化については前著でも詳しく指摘し

ているので要点のみに止めるが，金融・情報・

経営管理のハブ機能が集中するジャカルタと，

開発拠点の郊外化によってボタベック３県に工

業団地（輸出加工区を含む）と新興の労働者住宅

地が拡散する拡大大都市圏化（ＥＭＲ）である。

なお，表２でも出稼ぎの底辺労働力がカウント

されていないとすれば，都市雑業を主力とする

各種インフォーマルなサービス業が過小評価さ

れているものと考えられる。

同じく統計データで得られる労働力の学歴別

構成が表３である。全国的にも労働力の高学歴

化の進展は明瞭だが，首都ジャカルタのような

メガ都市でその傾向が顕著である。高卒以上を

高学歴者とすれば，ジャカルタでは高卒以上が

１９８９年の４４．１％から２００３年には５９．０％と過

半に達し，大卒クラスになると３．７％から８．３

％へ２倍以上に増加していることになる。一般

に外資系企業や現地資本の大規模企業では，専

門学校・短大卒以上の高学歴者が主に専門職の

ホワイトカラー層を構成しており，「新中間層」

の主力と見なされるこの層が同表では１４．５％

を占めることになる。ただし，前表と同様に出

稼ぎ型の労働力移動に留意するならば，都市の

就労実態から見て低学歴労働力が過小評価され

ている可能性も高い。

以上，簡単な公式統計データによっても，首

ジャカルタ特別州 タンゲラン県 ボゴール県 ブカシ県

農漁・畜産業 １．３ ７．４ １２．７ １１．９

製造業 １６．４ ２７．４ １５．０ ２２．０

商 業 ２１．２ １４．０ １５．６ １５．７

サービス業 ４４．２ ２３．５ ２６．８ ２６．６

運輸業 ３．０ ２．６ ３．５ ３．１

その他 １３．７ ２４．９ ２６．４ ２０．７

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

表２ 労働力の業種別構成（２０００年，％）

（出典）BPS［２０００］より作成。

最終学歴
ジャカルタ特別州 インドネシア全国

１９８９年 １９９５年 ２００３年 １９８９年 １９９５年 ２００３年

未就学 ２．８ １．７ ０．５ １５．８ １１．０ ５．０

小学校未修了 ９．１ ６．３ ２．９ ２７．４ ２３．０ １２．５

小学校卒 ２６．６ ２５．８ １６．７ ３５．２ ３６．７ ３７．１

中学校・普通科卒 １５．６ １６．８ １９．６ ７．７ １０．２ １９．０

職業科卒 １．６ ２．１ １．３ １．３ １．４ １．５

高 校・普通科卒 ２４．１ ２３．６ ２７．３ ５．６ ８．４ １４．１

職業科卒 １２．４ １２．７ １７．２ ５．１ ６．４ ６．１

専門学校・短大卒 ３．９ ７．１ ６．２ １．０ １．６ １．９

大学卒 ３．７ ３．７ ８．３ ０．７ １．４ ２．７

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

表３ 労働力人口の学歴別構成比の推移（％）

（出典）BPS［１９８９］，［１９９５］，［２００３］より作成。
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都圏の機能変化とともに業種別労働力構成が変

化するとともに，労働力の学歴階層化が一層明

瞭になっているものと推察される。公式データ

に充分反映していないと見られる雑業労働力に

ついては本稿第３節でとりあげることとし，つ

ぎに首都圏の上位労働市場の典型的事例として

日系企業のそれを取り上げる。

� 首都圏日系企業の労働格差

１ 直接投資と日系企業

図２に外国直接投資の認可額の推移を示して

いる。日本の直接投資が圧倒的な比重を占めた

時代もあったが（１９６０年代～１９８０年代），１９８０年

代末以降の投資環境の変化以降は，日本の優位

が大きく崩れている（例えば投資額［認可ベー

ス］ランキングの最新データで２０００年～２００４年

累計額をみると，日本はオランダ・シンガポー

ル・サウジアラビア・中国に次いで第５位）。

その背後には，円高・ドル安に起因する東アジ

ジャカルタ
西部ジャワ

中・東部ジャワ スマトラ カリマンタン スラウェシ その他 合 計
タンゲラン ボゴール ブカシ 西部ジャワその他

農 業 － － １ － ２ － － ２ ２ － ７

漁 業 － － － － － － － － － １７ １７

鉱 業 ２ － － － － － － １ － － ３

建設業 ４７ － － １ － １ － － － － ４９

運輸・船舶 ２４ － － ２ １ － － － － － ２７

製造業

自動車・二輪車 １６ ９ ２ ４８ ３３ ６ － － － １ １１５

化学 ６ １２ ３ １７ １５ ６ － ２ － ３ ６４

電機・電子 ６ ２ ９ ５０ １８ ３ － － － ２２ １１０

食品 － － １ ４ ４ １ － － － １ １１

機械 ６ １ ３ １１ ３ ３ － － － － ２７

金属 ９ １０ ４ ３３ １３ １２ １ － １ ３ ８６

製紙 － － １ ４ ２ ３ － － － － １０

製薬 － － － １ ２ ３ － － － － ６

プラスチック １ ４ － ２６ ３ ７ － － － １ ４２

繊維 ２ １０ ３ １１ １９ ８ － － － － ５３

木材 １ ２ － ２ ３ １１ ２ － ２ － ２３

その他 １１ ２ ４ ２１ １３ ９ １ － １ ２ ６４

金融・銀行 ２０ － － － － － － － － － ２０

保険・リース ８ － － － － － － － － － ８

不動産・ホテル ７ － － ２ ５ － － － － － １４

貿易業務 ３０ １ － １ － － － － － － ３２

その他サービス業 ６１ ２ ４ １５ ２ ２ － － － ５ ９１

その他 ６ － － ４ １ － － － － １ １２

合 計 ２６３ ５５ ３５ ２５３ １３９ ７５ ４ ５ ６ ５６ ８９１

表４ 日系企業現地法人の業種別・所在地別分布（２００５年）

（出典）ジェトロ・ジャカルタセンター〔２００５〕より作成。
（注）第１次産業および製造業は主たる生産地または工場所在地，サービス業は事業所本店の所在地により分類。

（出典）BPDI，BPM［２００５］

図２ 外国投資の認可額推移
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ア国際環境の変化，日本・アジアNIEsのアジ

アシフト，中国・ベトナムの開放体制への転

換，アジア域内貿易の緊密化など，いわゆる大

競争時代の出現があることは言うまでもない。

９７年の経済危機のインドネシアへの波及は，経

済危機に止まらず，３２年続いたスハルト軍事政

権の崩壊という政治危機にまで発展し，その後

の政情不安（中央政府の短命政権と地方紛争・

分離独立運動など）は投資環境を一層悪化させ

た。２０００年代に入って一部業種の回復基調が

見られるものの，全体的には低迷から脱しきれ

ていない。近年堅調な成長を見せているのは自

動車・二輪車産業，とりわけバイク市場である

が（注１），１９９０年代の成長産業であった電子・家

電なども依然回復のテンポが鈍く，８０年代以前

の主要投資分野は大きく後退している。衰退産

業の典型は繊維であり，中国製の廉価な量産製

品によって日本製が市場から駆逐されつつあ

る。現地での情報によれば，繊維業界などでは

ニッチ市場を狙って高級品の研究開発も試みて

いるが，未だ軌道に乗っていないのが現状であ

る。日系企業にとっては，欧米企業・アジア

NIEs企業との熾烈な競争の中で，生き残りを

かけた新たな企業戦略が課題となっている。

表４は，２００５年時点の日系企業の業種別・地

域別分布である。原資料を収集したジェトロ・

ジャカルタセンターによれば，地方進出企業や

中小企業の一部に収集漏れがあり，カバー率は

８割～９割とのことであった。前著（宮本：

２００１）でも指摘したように，首都圏への日系企

業の進出は，１９８０年代までは主に工業化初期に

創設されたジャカルタ市内の工業団地，あるい

はタンゲラン県やボゴール県であった。１９８０年

代末以降は，輸出志向工業化の本格化に伴う規

制緩和で大挙して外資系企業が進出するように

なり，既述のように先行した日系企業と欧米系

企業・アジアNIEs系企業との熾烈な進出競争

が本格化，業種も初期の工業化を牽引した繊

維・食品・製材から電機・電子関連の先端産業

にシフト，工業団地は東部のブカシ県から更に

カラワン県に拡大した。同表の０５年データで

は，日系企業の進出先はジャボタベックが

６８．０％，しかも電機・電子と自動車・二輪車を

中心にブカシ県に集中しており，ジャカルタは

いまや金融・情報・経営管理の高度サービス業

のハブ機能を備えるにいたり，前述の首都ジャ

カルタとボタベックの機能分化が一層明瞭に

なっている。

２ 首都圏日系企業の事例分析

今回（２００５年９月，２００６年９月）の調査は，

１９９５年調査と同一企業での調査を企図し，結

果的にはジャカルタ市内，タンゲンラン県，ボ

ゴール県の工業団地に入居している３社から訪

問許可が得られた。以下，提示するデータで

は，可能なかぎり９５年調査との比較を示して

いる。なお，今回は開発最前線のブカシ県を取

り上げていないが，同県工業団地の日系企業調

査は２０００年に実施しているので併せて参照さ

れたい（宮本：２００２）。

なお，調査対象の３社は，ＮＡ社（１９７３年設

立）がジャカルタ市内の工業団地に入居してい

る自動車部品メーカー，ＮＢ社（１９７１年設立）が

ボゴール県の繊維メーカー，ＮＣ社（１９７５年）が

ジャカルタとタンゲランに工場を持つ工作機械

メーカー（９５年調査時はジャカルタ工場のみで

あったが，その後タンゲランに本社機能を移

転）であり，いずれも工業化の初期から首都圏

に進出している。

� 労働力需要と格差構造

表５が各社の職位構成である。以下，各社の

労働者構成，雇用方針，昇進＝昇給ルールの概

略からみていく。

ＮＡ社の雇用者数は，経済危機直前のピーク

時で１，１９２人，これが経済危機後の１９９８年には

８６８人，９９年には５６８人にまで削減，その後の

生産回復に伴って労働者の需要増を派遣工員の

採用で調整する方針をとった（日本人駐在員は

１１人）。２０００年には派遣工を２７０人に増員，こ

２００８．６ インドネシアの労働格差 宮本 55（ ）
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れは全社員の３２％を占めるが，生産現場＝直

接部門のみでは一時６０％にまで上昇した。そ

の後，現場での技能蓄積や指導員養成の必要か

ら派遣工の比率を下げる採用方針へ軌道修正，

派遣工が主に配属される直接部門では３０％程

度を目安にしているという。同社の正規生産職

は３ヶ月の試用期間を経て正式採用され，派遣

工は１年契約，最大２年まで延長更新を認めて

いる。生産職のライン従事者の訓練は専らOJT

であり，「基本的な作業内容は２週間程度で修

得可能」（日本人スタッフ）であるから，特別の

技能訓練を要しない単純作業の繰り返しであ

る。正規労働者に適用される人事考課の内容は

詳しい聞き取りが許可されなかったが，０５年４

月の人事考課では，管理職部門の間接部門で５

４人中７人が昇格（１３．０％），それ以外の非管理

職では７１８人中７７人が昇格（１０．７％，いずれも

正規採用のみ）している。

ＮＢ社。繊維は進出当初は外資系の花形産業

であったが，１９９０年代から中国製品との厳しい

価格競争（生産コストは中国が３割安）の中で，

高級品のニッチ市場を開拓する戦略で生き残り

を図ったが思うにまかせず，経済危機後は生産

量が半減，労働者も３回のリストラで半減，現

在（調査時）正規生産職は原則として採用せず，

退職による自然減が続き，需要の季節変動には

１年単位の契約工で調整している。同社（日本

人６人）の正規生産職は，Ｓ１～Ｓ１０の１０段階

のグレイドに，さらに各グレイド内を３等級に

区分した職階を人事考課に基づいて昇進する。

例えば，高卒はＳ４から入職，グレイド内の昇

格は上司の勤務評価によるが，次のグレイドへ

の昇進は筆記試験（一般常識，技術知識，労働

協約の３科目）と面接試験が課される。日本人

スタッフの説明によれば，あらかじめ勤務成績

優秀者が選定されて受験するので合格率は高く

なる（平均合格率８５％）。グレイド内では平均

して２～３年で１ランク昇格するが，その際の

評価の基本は，「マニュアルどおりの作業を正

確にこなせるか」（日本人スタッフ）であり，こ

れに勤務成績（欠勤率・早退率，作業態度など）

が加味される。生産職の昇進の上限は現場職長

クラス（部下３０人～６０人）である。事務・技術

職も生産職に準じた職階だが能力評価が重視さ

れ，管理職には目標管理制度を導入，Ｍ１～Ｍ６

の職階を目標達成度の評価で昇進するという。

ＮＣ社は，かつて繊維機械が主力商品であっ

たが，繊維業界の不振から，調査時には自動

車・２輪バイクの部品生産機械に大きくシフト

している（バイク関連の生産比率は，生産額で

０１年の５．３％から０４年には４０．９％，０５年が

５５．４％）。同社（日本人７人）は，正規採用者３９９

人に対して派遣工は３７８人（０５年６月現在），

派遣工は原則として２年以内の契約で採用（２

年以内で解雇するときは，残り月数の給与を派

遣会社に支払う。労働法で２年以上の雇用は正

規雇用を義務づけられる）。派遣工の職務は正

規生産職と基本的に同じであるが，経済危機以

降，原則として正規生産職を採用せず，派遣工

で需要調整している。派遣工の正規採用も全く

NA社 NB社 NC社

男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計

管理職 ５０ ７ ５７ １４ １ １５ ２２ １ ２３

技術職 １０ １ １１ ５１ ２ ５３ ２０ ０ ２０

事務職 ６１ １４ ７５ １３ １０ ２３ ７８ ８ ８６

職長・班長 １２７ － １２７ ３１ － ３１ ８７ ２ ８９

正規生産職 ４６３ １ ４６４ ６０２ ９６ ６９８ １６２ ５ １６７

臨時工・派遣工 １２０ ８ １２８ ８ ４５ ５３ ３８４ ９ ３９３

合 計 ８３１ ３１ ８６２ ７１９ １５４ ８７３ ７５３ ２５ ７７８

表５ ジャカルタ首都圏，日系企業３社の職位構成

（出典）筆者調査（２００５年９月，２００６年９月）。
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閉ざされているわけではないが，０５年の実績で

は派遣工の勤務評価優秀者３０人を対象に本採

用試験を実施，うち３名のみの本採用に止まっ

ている。このように本採用枠は極めて限定され

ており，圧倒的多数の派遣工は２年以内の短勤

続である。同社の人事考課では，間接部門の技

術職・事務職と直接部門の生産職が共通の職能

資格制度を適用される。８段階のグレイド，各

グレイドを５ランクに区分するので，計４０ラ

ンクの職階となる。管理職のみ目標管理制度と

年俸制が導入され，毎年の査定で目標水準と達

成率によってＡ～Ｅの５段階評価で翌年の年俸

が決まる。日本人スタッフの説明でも年俸制の

導入年度は明確ではなかったが，１０年前の筆者

の調査時には導入されておらず，比較的最近の

ことと推察される。

次に表６で労働者の構成を学歴別に見ておく

が，得られたデータはいずれも正規職労働者の

みの集計である。学歴と入職口の相関は１０年

前の調査とほとんど変化なく，各社に共通して

いた。すなわち高卒クラスが工場の生産職労働

者の主力で，これが全労働者の６割から７割を

占め，事務・技術・管理職のホワイトカラー層

が短大・専門学校以上の学歴で，これは企業間

でやや差異があるがおよそ労働者の５％～１３％

程度。同表には示されていないが，非正規の契

約工＝派遣工も高卒が原則であり，それぞれが

異なる入職口での選別で採用され，通常は正規

生産職と同一の職務をこなす場合が多く（一部

清掃などの雑役の職務もある），短勤続を基本

的特徴とする。派遣工には昇進＝昇格のルール

や福利厚生も適用されず，基本給のみか，ある

いは時給ベースで労働時間分の賃金のみであ

る。高校卒の学歴といえば現地社会では相当の

高学歴者であるが，正規職への就職競争は厳し

く，派遣労働などの臨時雇用か，あるいは下位

の労働市場（中小零細企業や都市雑業）に一旦参

入して待機するものと考えられる（後述の都市

雑業参照）。

既述の職位構成と入職前の学歴との相関から

調査企業に特徴的な点は，�間接部門，直接部
門の正規職，直接部門の非正規職という３層の

分節的な内部労働市場，�その各市場の入職口
が異なり，入職要件が学歴水準にまず規定され

ること，�入職後は，正規職のみが各職域での
技能修得度を測る人事考課によって職域独自の

昇進システムに応じて職階を昇る，つまり限定

的な能力主義・成果主義，さしあたりこの３点

を指摘しておきたい。

このように階層化した内部労働市場では，職

位別の賃金格差も明瞭である。表７に職位別平

均給与（月額）を示している。正規職では管理職

クラスとその他の職層の格差が，生産職では正

規職と非正規職の格差が大きいといえよう。

NA社・NC社では賃金に占める残業費の比率

がかなり高く，これが賃金格差を一層大きくし

ている。NA社では，平日の所定内８時間労働

に加えて残業は平均３時間，土・日・祝日を含

最終学歴 NA社 NB社 NC社

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

小学校卒 １ ０．１ １３４ １５．３ ２１ ５．２

中学校（普通科）卒 １２ １．６ ２２２ ２５．４ ４１ １０．２

中学校（職業科）卒 － － １０ １．２ ２ ０．５

高校（普通科）卒 １８５ ２４．８ ２３１ ２６．４ ８３ ２０．７

高校（職業科）卒 ４７３ ６３．４ ２３７ ２７．１ １９９ ４９．６

短大・高等専門学校卒 ３３ ４．４ １２ １．４ ３３ ８．３

大学卒 ４２ ５．６ ２８ ３．２ ２２ ５．５

合 計 ７４６ １００．０ ８７４ １００．０ ４０１ １００．０

表６ ジャカルタ首都圏，日系企業３社の学歴別労働者構成

（出典）筆者調査（２００５年９月，２００６年９月）。
（注）３社とも派遣工を除く集計。
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めて月８０時間～１００時間の残業が常態である。

ＮＣ社では，調査対象者１人あたり平均残業は

月８２時間。平日は平均４時間残業，土曜（残業

扱い）は出勤が原則，日・祝日も需要変動に応

じて出勤する。日本人スタッフの「下位職の労

働者は残業手当で生活費をカバーするため，意

図的に作業速度を落として残業費を稼ごうとす

る。工場現場の監督指導では，残業管理で苦心

している」との説明が印象的であった。NB社

は，製品の季節的・時期的な需要変動が激し

く，残業時間は一定しないが，平均すれば正規

生産職で給与のおよそ３０％が残業費で占めら

れるという。時間当たりの残業費は基本給に

よって規定されるので，例えば基本給が低い派

遣工・契約工は，正規生産職と同一の残業時間

でも残業費はおよそ半額にしかならない（NC

社）。

本稿でいう労働格差には賃金格差も含むが，

それ以上に注目すべきは就労と生活の安定度を

高める福利厚生の内実である。例えばNA社

では，正規職に対して医療費が全額支給，家族

も８０％まで保証，THR（Tunjangan Hari Raya，

イスラム断食明け大祭の特別手当）は賃金の１

ヶ月分が支給される。ＮＣ社でも正規職に医療

費全額支給（家族７０％保証），退職金は基本給

の３５ヶ月分，THR１．２ヶ月，ボーナス０．８ヶ月

が支給される。こうした賃金以外の処遇はもち

ろん正規労働者に対してのみであり，派遣工・

契約工には保証されない。彼らは短勤続ゆえに

熟練工への展望もなく，昇進＝昇給の対象外，

契約期間に保証されるのは基本給＋残業費のみ

で，就労と生活の不安定が明瞭である。

以上，調査企業による労働力需要の側面から

格差構造をみてきた。要すれば，入職時の学歴

による分節性，その分節化された各職場のう

ち，正規雇用の生産職＝直接部門，事務・技

術・管理職＝間接部門には，各職層に独自の職

能資格制度が設定され，職階ごとに相応の技能

訓練が要求される。上位職ほど能力給にウエイ

トを置きつつ，人事考課によって昇進＝昇給す

る限定的な能力主義管理である。正規労働者に

は職位相応の賃金と各種の福利厚生，とりわけ

上位の職層に分厚い福利厚生によって定着を

図っている。一方，経済危機後に急増している

非正規雇用の派遣＝契約労働者は，短勤続で技

能形成と昇進＝昇給の展望を欠き，労働力需要

のバッファーとして不安定な就労を強いられて

いる。一言にすれば，学歴・技能による労働者

の分節的管理，非正規職の不安定就業の拡大，

就労条件と賃金格差に基づく労働格差が読み取

れよう。

� 労働力供給と格差構造

次に，上述のような労働格差を生む労働力供

給サイドの構造的特徴についてみていく。

表８は，労働者の出身世帯職業構成であり，

出身世帯は親の職業によって分類している。農

業関連世帯（農業経営＋農業労働者世帯）が生産

職労働者の出身世帯を中心におよそ２割，これ

に対して広義の公務員職（行政職＋軍人＋教員）

NA社 NB社 NC社

基本給 諸手当・残業 合 計 基本給 諸手当・残業 合 計 基本給 諸手当・残業 合 計

管理職 ５，１１１，６０７２，６６０，６６１７，７７２，２６８３，３６０，０００ ３，３６０，０００６，１００，０００ ６，１００，０００

技術職 ２，０８１，６８９１，８９３，０８７３，９７４，７７６１，０５０，０００ ３７０，０００ １，４２０，０００１，７８２，０００ ６６７，６７０ ２，４４９，６７０

事務職 ２，０６７，１４６１，４８９，６４８３，５５６，７９４１，３３０，０００ ２００，０００ １，５３０，０００１，４７０，０００ ２２６，１９０ １，６９６，１９０

職長・班長 １，８０８，８９６２，８０６，１１１４，６１５，００７１，２１０，０００ ２８０，０００ １，４９０，０００１，６３７，０００ ６１１，４８０ ２，２４８，４８０

正規生産職 １，０２３，０１７１，９８２，８３６３，００５，８５３１，０２０，０００ ３６０，０００ １，３８０，０００１，３３４，０００ ４６８，８６０ １，８０２，８６０

臨時工・派遣工 ７１２，０００ ９４１，８７５１，６５３，８７５ ６６０，０００ ２４０，０００ ９００，０００ ８００，０００ ２３４，４３０ １，０３４，４３０

表７ ジャカルタ首都圏，日系企業３社の職位別平均賃金（月額）
（単位：ルピア）

（出典）筆者調査（２００５年９月，２００６年９月）。
（注）調査時のレート，１円＝９０ルピア。
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が５割弱，これに民間企業のホワイトカラー層

出身者を加えると５６％を占めている。つま

り，もはや農業から工業へという異業種間の労

働力移動が主たる供給源ではなく，おそらく都

市部の労働者世帯，それも職種からして一定の

高学歴世帯から輩出される労働力が給源の中核

を成している。この傾向は前回の９５年調査（表

の備考）と比較しても一層強まっていると言え

よう。換言すれば，高学歴世帯の再生産が恒常

化していると見ることもできよう。ただし，同

じ高学歴者でも高卒クラスと大学／専門学校卒

クラスでは，前節でみたように，上位労働市場

に参入すれば入職口が異なり，就労の職域が異

なる点に注目しておきたい。

労働者の出身地について，調査企業から提供

された全従業員データによれば，ＮＢ社が地元

出身者の優先雇用というボゴール県の行政指導

もあってボゴール出身がおよそ７割を占めて首

都圏出身者が７３％，NA社は首都圏内出身が４６

％，地方出身５４％，NC社が首都圏内５５％，

地方４５％で，地方出身者はジャワの西部・中

部に集中していた。前回調査との比較では，NB

社は以前から地元出身者の比率が過半を占めて

いたが，NA社・NC社では１０％前後であった

ジャカルタ出身者が半数近くにまで増加して，

全体として首都圏内からの労働力供給率が急速

に高まっている。ジャカルタ住民の突出した高

学歴化，高学歴の労働者世帯を給源とする日系

企業の労働者構成という特徴が，一層顕著に

なっていると思われる。

次に，労働力の流動性の一端を知るために表

９で労働者の転職回数を，表１０で転職経験者

の前職を集計している。今回の調査では半数が

転職経験者，２５．４％が複数の転職を繰り返し

ており，職位に拘わらず流動的との結果が得ら

れた。これを９５年調査と比較すればやや定着

率が高まっているようにも見えるが，極端な変

化は認められなかった。また表１０の前職調査

では，農業関連が生産職の一部で見られるもの

の，工場労働と事務・技術・管理職労働の合計

が８割を超えており，前回調査と比較してもこ

の職種を前職とする者の比率が顕著に上昇して

いる。事務・技術・管理職の構成比の上昇は，

前述のジャカルタの都市機能の進展を反映する

ものと言えよう。また公務員職の減少は，高学

歴者の民間企業志向を裏付けるものとなってい

る。同じ高学歴者でもキャリアパターンに一定

の変化が生起しているものと推察されるが，職

種間移動や移動による賃金上昇と労働格差の関

連についてはサンプルが少なく追跡できていな

NA 社 NB社 NC社
合 計

構成比
（％）

備 考

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

１９９５年調査，同３社
合計の構成比（％）

農業経営 ８ １ ６ － ６ １ ２２ １４．７ ２２．５

農業労働者 ２ １ ２ １ ３ － ９ ６．０ ３．５

工場労働者 － － １ － － １ ２ １．３ ６．３

事務・技術・管理職 ３ １ ３ － ３ １ １１ ７．３ ４．２

職 人 － － － － － － － － ０．７

商 人 ３ － １ － ５ － ９ ６．０ １０．６

自営業 ５ １ ４ １ ４ ２ １７ １１．３ ７．７

公務員（行政職） １４ ４ ９ ６ １３ ３ ４９ ３２．７ ２１．１

軍 人 ２ １ ８ ２ １ ２ １６ １０．７ １０．６

教 員 ２ １ ２ － ３ － ８ ５．３ ３．５

その他 １ － ３ １ ２ － ７ ４．７ ９．２

合 計 ４０ １０ ３９ １１ ４０ １０ １５０ １００．０ １００．０

表８ ジャカルタ首都圏の日系企業３社，労働者の出身世帯職業構成（サンプル調査）

（出典）筆者調査（２００５年９月，２００６年９月）。

２００８．６ インドネシアの労働格差 宮本 99（ ）
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い。

また表１１の入職時の求人情報源の集計によ

れば，地縁・血縁に依存した職情報の収集が６

割を超えており，前回との比較でも大きな変化

が見られない。とくに生産職労働者でこの傾向

が顕著であり，間接部門の正規職層では新聞求

人やインターネット求人の利用も高まっている

ようであるが，調査企業を見る限り，この１０

年で労働市場の組織性・開放性が進展している

とは言い難く，日系企業のような上位の労働市

場でも職業選択の機会がなお限定的である。た

とえ高学歴を身につけても，労働格差を解消す

る主体的な職業選択が，労働市場の開放度の未

成熟ゆえに限定されているとも言えよう。

� 日本的経営・生産システムと労働格差

日本的経営・生産システムの「アジア的適応」

の問題は，アジア日系企業研究の重要な一環で

あるとともに，より広義には外資主導型工業化

のアジアにおける都市労働市場の性格分析の一

環でもある。以下，本稿の課題である労働格差

の問題に関連づけて，調査データを検討してみ

る。

表１２は，この問題に関する労働者意識調査

である。アンケート調査では，表の１０項目に

ついて日本企業の優位性として評価できるもの

を調査対象者に問うている（複数回答可）。３社

に共通して，日系企業に対する労働者の評価は

明瞭である。つまり，長期雇用（�）に関して
は，職層に関わりなく過半の労働者が肯定的に

評価しており，諸手当・福利厚生（��）も４割
ほどの支持がある。対照的に賃金（基本給，�）

NA 社 NB社 NC社
合 計

構成比
（％）

備 考

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

１９９５年調査，同３社
合計の構成比（％）

転職なし ２０ ６ ２１ ６ １９ ３ ７５ ５０．０ ４５．８

転職１回 １１ ２ ８ ２ １１ ３ ３７ ２４．７ ２８．９

２回 ６ １ ６ １ ９ ２ ２５ １６．７ １５．５

３回 ３ － ４ １ １ ２ １１ ７．３ ８．５

４回 － １ － － － － １ ０．７ １．４

５回以上 － － － １ － － １ ０．７ －

合 計 ４０ １０ ３９ １１ ４０ １０ １５０ １００．０ １００．０

表９ ジャカルタ首都圏の日系企業３社，労働者の転職回数（サンプル調査）

（出典）筆者調査（２００５年９月，２００６年９月）。

NA 社 NB社 NC社
合 計

構成比
（％）

備 考

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

１９９５年調査，同３社
合計の構成比（％）

農業経営 ２ － １ － １ － ４ ５．３ ５．２

農業労働者 １ － － － － － １ １．３ ３．９

工場労働者 １３ １ ９ ３ １１ ２ ３９ ５２．０ ５５．８

事務・技術・管理職 ３ ３ ３ ２ ６ ５ ２２ ２９．３ ６．５

職 人 － － － － １ － １ １．３ １．３

商 人 － － １ － １ － ２ ２．７ ３．９

自営業 － － ２ － － － ２ ２．７ ９．１

公務員（行政職） － － － － １ － １ １．３ ７．８

軍 人 － － － － － － － － －

教 員 １ － １ － － － ２ ２．７ ３．９

その他 － － １ － － － １ １．３ ２．６

合 計 ２０ ４ １８ ５ ２１ ７ ７５ １００．０ １００．０

表１０ ジャカルタ首都圏の日系企業３社，転職経験者の前職（サンプル調査）

（出典）筆者調査（２００５年９月，２００６年９月）。

経 済 学 研 究1010（ ） ５８－１
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や人事考課のうちの年功的な処遇（�）は極めて
評価が低い。とくに年功的処遇に関しては高学

歴の間接部門ほど評価が低い。また日本的な生

産システムに関連する職場の集団主義（�）や
QCサークル（�），多能工的な現場配置（�）
は，いずれも１０％台から２０％台の評価に止

まっている。

一方，経営側を代表する日本人スタッフから

は，日本的な労務管理の導入，技術移転などに

ついてインタビュー調査を実施した。典型的な

発言を以下に紹介しておく。

NA社。「労務管理の当面の課題は，従業員

との信頼関係の構築，それに経営の現地化であ

る。」「単純な作業手順はすぐに修得できても，

技術の体系を教え込むことは容易ではない。」

「個人主義的な思考が強いので能力主義的な労

務管理は受け入れられやすいが，技能修得に関

しても個人主義的であるため，現地人上位者の

部下指導を訓練することが難しい。」

NB社。「日本流の人事管理を押しつけるこ

とはしない。生産職・事務職の仕事内容は必ず

マニュアル化し，文書で指示する。勤続年数が

長くなると，複数の作業を受け持たせるが，そ

の際もマニュアルで指示，日本的な多能工化は

期待できない。」

NC社。「仕事に対する考え方は欧米的なの

で，日本的な生産方法・人事管理を定着させる

ことは容易ではない」「生産職，事務・技術職

は，欠勤率・早退率などの勤務成績を重視して

いる。上位のポスト（現場では班長・職長な

ど，間接部門の管理職）ほど技能修得度を重視

した人事考課が有効である。」「QCサークル，

NA 社 NB社 NC社
合 計

構成比
（％）

全回答者（１５０人）
に占める回答率

（％）生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

①長期間働くことができる。 ２４ ８ ２５ ４ ２０ ６ ８７ ２２．５ ５８．０

②基本賃金が高い。 １ １ － － ４ － ６ １．６ ４．０

③諸手当の給付が充実している。 １６ ３ １７ ７ １４ ３ ６０ １５．５ ４０．０

④福利厚生が充実している。 １５ ６ １８ ７ ９ １ ５６ １４．５ ３７．３

⑤専門技術が早く身に付く。 ７ ４ ５ ２ １９ ３ ４０ １０．３ ２６．７

⑥勤続年数や年齢を重視して評価する。 ２ － １０ １ ３ １ １７ ４．４ １１．３

⑦集団で仕事をする。 １０ ３ ４ ２ １１ ２ ３２ ８．３ ２１．３

⑧いろいろな種類の仕事を担当できる。 ６ １ ５ ２ ６ ３ ２３ ５．９ １５．３

⑨ＱＣサークルが有益である。 ７ ５ ７ ３ ９ ３ ３４ ８．８ ２２．７

⑩労使関係が安定している。 １３ ３ ８ ２ ５ １ ３２ ８．３ ２１．３

合 計 １０１ ３４ ９９ ３０ １００ ２３ ３８７ １００．０ －

NA 社 NB社 NC社
合 計

構成比
（％）

備 考

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

１９９５年，同３社
合計の構成比（％）

親族情報 １３ － １９ ７ １１ １ ５１ ３４．０ ３４．５

知人情報 １１ ４ １３ ３ １４ ２ ４７ ３１．３ ３１．７

新聞求人 １２ ４ １ － ８ ５ ３０ ２０．０ ２５．４

職業斡旋所 ４ １ ４ － １ １ １１ ７．３ ４．９

学校求人 － １ １ １ ４ １ ８ ５．３ －

その他（企業独自広告等） － － １ － ２ － ３ ２．０ ３．５

合 計 ４０ １０ ３９ １１ ４０ １０ １５０ １００．０ １００．０

表１１ ジャカルタ首都圏の日系企業３社，入職時の求人情報源（サンプル調査）

（出典）筆者調査（２００５年９月，２００６年９月）。

表１２ ジャカルタ首都圏の日系企業３社，日系企業の優位性に関する労働者意識調査（サンプル調査，複数回答）

（出典）筆者調査（２００５年９月，２００６年９月）。

２００８．６ インドネシアの労働格差 宮本 1111（ ）
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提案制，改善運動などを試行しているが，従業

員はマニュアルによる職務内容の提示を常に望

むようだ。QCサークルや改善提案の意義を理

解させるのが難しい。」

以上の調査結果を総合すると，現地労働者は

長期雇用や福利厚生の保証，能力評価に基づく

昇進＝昇給への期待が大きい。逆にいえば，年

功的昇進＝賃金システムや集団主義的職場管理

への評価は著しく低く，企業はこの点での「適

応」が必要となる。人材の現地化や技術体系の

修得訓練も，個人主義的労働観に配慮してマ

ニュアル等で職域を明確化するなどの「適応」が

肝要であろう。しかし，前節で見たような，分

節的内部労働市場，限定的能力主義，短勤続・

非正規雇用の多用などの職場の現実は，日本的

企業システムのメリットを積極的に生かすとい

うよりも，むしろ現地人の就労と生活の安定度

という点で極端な労働格差を生んでおり，長期

的な労働者の技能蓄積という観点からも技術体

系の移転・定着に効果的とは言い難い。需要変

動への対応を優先させた不安定雇用の拡大は，

労働者の流動性を高め，長期的な経営安定とい

う点からも好ましくないはずである。

� 首都圏都市雑業の不安定就業

都市労働市場において，上記の外資系企業が

最上位に位置するとすれば，その対極にあるの

が都市雑業の労働市場であろう。不安定就業階

層が参入する都市の雑業的労働市場に関して，

その研究意義，概念上の問題点，先行研究の動

向などについては，前著で詳しく検討している

ので重複は避けたい。また開発経済学で言うイ

ンフォーマルセクター論との分析視角の相違に

ついても前著で言及しているが，要するに，現

代の多層化した都市労働市場の分析にあって

は，フォーマル・インフォーマルという二重構

造論的把握では不十分であり，雑業的労働市場

を不安定就業階層の主力部隊が参入する底辺労

働市場として位置づけることによって，労働の

格差構造も多層的に把握できると考えられる。

ジャカルタ首都圏の都市雑業に関する今回の

インタビュー調査は，２００６年６月～９月，主に

ジャカルタおよびボゴール県の繁華街と住宅地

で実施した。調査サンプル数は１４０（男性１００

人，女性４０人），職種は露天・行商人（カキリ

マ），自動３輪タクシー運転手（バジャイ），バ

イクタクシー運転手（オジェック），人力車夫

（ベチャ），家事使用人（プンバントゥ）であり，

いずれも都市雑業の典型的な職種である。ここ

でいう典型的とは，小規模自営業，零細資本，

不熟練・不規則の単純労働，労働法の対象外な

どを就労の共通点とする職種である。この５職

種に関しては筆者が１９９１年～１９９５年に継続的

に実施した，同じくジャカルタ首都圏の雑業調

査と共通の職種であり，今回は経済危機を挟ん

でほぼ１０年後の再調査となるため，以下の分

析では前回の調査結果との比較にも留意した

い。

１ 基本属性

まず，調査対象の年令・出身地などの基本属

性をみておく。表１３である。年令は若年者に

多く分布するものの，４０歳以上の中・高齢者も

３割を占めており，この点では前回調査と大き

な変化は見られない。出身地がジャワの中・西

部に集中する傾向も前回調査と同様であり，

ジャカルタ出身者の比率は前回より一層低い。

これを首都圏内と圏外に分類すれば，首都圏出

身者が３４％（有効回答１３７，出身地別にジャカ

ルタ６人，ボタベック４１人），圏外の地方出身

者が６６％となる。首都圏労働市場には全国か

ら労働力が流入しており，この点では一定の市

場の開放性が見られるものの，地方出身者は，

人口稠密で「農村の都市化」（都市的生活様式の

普及）が進展したジャワ，とりわけ首都圏への

交通網の整備が進んだ中・西部からの流入が顕

著である。この点も前回と同様であり，現在も

依然として向都移動の労働者が都市雑業の主た

る担い手であることに変わりはないと言えよ

経 済 学 研 究1212（ ） ５８－１
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う。

向都移動が都市定着型なのか，それとも還流

型の出稼ぎ移動が主流なのか，この点は出身地

と所持しているKTPの発行地の異同によって

も推察しうる。関連データを集計して首都圏外

の地方出身者９０人（有効回答）の内訳をみる

と，KTPを首都圏の流出先の居住＝就労地で

取得している者は２２人，つまり２４％のみが居

住地登録を変更していることになり，今回の調

査では７６％の地方出身者が出身地のＫＴＰの

まま首都圏で就労していることが確認できた。

KTPを首都圏で取得している者は，おそらく

長期の首都圏滞在者か，定住している地方出身

者，あるいは高学歴志向で高等教育機関での就

学のためにKTPを移しているものと考えられ

る。後者については上記２２人中，高校以上の

学歴者は３名のみであり，今回の調査データに

拠るかぎり，進学のための首都圏でのKTP取

露店・行商人

（カキリマ）

３輪タクシー自動車
（バジャイ）

人力車夫

（ベチャ）

バイクタクシー運転手
（オジェック）

家事使用人

（プンバントゥ）
合 計

構成比
（％）

備考：９１～９５年調査
構成比（％）

年令

１５－１９才 ５ － １ ２ １１ １９ １３．６ １０．０

２０－２４才 １５ １ － ３ ９ ２８ ２０．０ １７．５

２５－２９才 １０ ２ １ ３ ３ １９ １３．６ ２１．３

３０－３４才 ７ １ ２ １ ３ １４ １０．０ １６．３

３５－３９才 ９ ４ １ ３ １ １８ １２．９ １０．０

４０－４４才 ５ ２ ２ ３ １ １３ ９．３ １３．４

４５－４９才 ５ ２ ４ １ ２ １４ １０．０ ５．０

５０－５４才 ４ － ３ － １ ８ ５．７ ３．８

５５－ 才 ５ － ２ － － ７ ５．０ ２．５

出身地

ジャカルタ ２ ４ － － － ６ ４．４ ７．５

西部ジャワ ２９ ２ １２ １３ １６ ７２ ５２．６ ４６．３

中部ジャワ １９ ５ ３ ２ ８ ３７ ２７．０ ３５．０

東部ジャワ ６ １ １ １ ２ １１ ８．０ ５．０

スマトラ ６ － － － ３ ９ ６．６ ５．０

カリマンタン － － － － － － － １．３

スラウェシ － － － － － － － －

その他 １ － － － １ ２ １．５ －

前職

農業経営 １ － ４ － － ５ ４．３ ２．５

農業労働者 － － １ － － １ ０．９ ４０．０

日雇労働者 － － － － － － － ６．３

工場労働者 ８ ３ ３ ４ ５ ２３ １９．７ ５．０

商人・自営業 ２５ ３ ３ ４ １ ３６ ３０．８ ６．３

その他 １９ ４ ２ ３ １５ ４３ ３６．８ ３７．５

なし ２ １ １ ５ ９ ７．７ ２．５

学歴

未就学・小学校中退 ３ － ４ － ２ ９ ７．０ １８．８

小学校卒 ２５ ６ ８ １ １５ ５５ ４２．６ ４７．５

中学卒 １６ ５ ２ ８ １４ ４５ ３４．９ ３１．３

高校卒 １０ １ ７ １８ １４．０ ２．５

短大・大学卒 ２ － － － － ２ １．６ －

表１３ 都市雑業層の職種別基本属性の集計

（出典）筆者調査（２００６年６～９月）。
（注）有効回答数は，年令１４０，出身地１３７，前職１１７，学歴１２９。９１年～９５年調査の有効回答数は全項目８０。

２００８．６ インドネシアの労働格差 宮本 1313（ ）

【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海道大学／２００８　経済学研究Ｖｏｌ．５８，Ｎｏ１／本文／宮本様  2008.05.27 16.52.15  Page 13 



得は顕著な傾向にはなっていない。また，地方

出身で高校卒の高学歴者が１８人いるが，その

うち１４人がKTPを首都圏の就労先（居住地）で

取得していない。つまり，地方で高学歴を身に

つけても，首都圏で学歴に見合った上位労働市

場に参入できず，都市雑業に従事しながら待機

している地方出身者が少なからず存在すること

を推察させる。

表１３の基本属性の第３項目，前職データに

よれば，前回調査との顕著な差異は，農業関連

従事者の比率低下，工場労働や商業・自営業経

験者の増加であろう。工場労働から雑業への転

職は，アジア経済危機による上位労働市場から

雑業市場への下降流入も想起されるが，この点

について経済危機を直接的要因とする雑業への

移動をインタビューで確認できたのは数例のみ

であった。

基本属性の第４項目，学歴データでは，小学

校卒以下の低学歴者が依然半数を占めるもの

の，高卒以上の高学歴者の顕著な増加にも注目

しておきたい。都市雑業が低学歴層を主体とす

る就労であることに変わりはないが，高卒以上

の高学歴層も１５．６％を占めている（前回調査で

は２．５％）。高学歴者の就職難はすでに前回調

査の１９９０年代前半から看取されたが，経済危

機後は一層深刻になっているものと推察され

る。彼らは，高学歴でも相応の仕事に就けず，

やむを得ず下位の労働市場に入って待機してい

るのである。同じ学歴データを職種別でみれ

ば，首都圏の裏通りで人力車（ベチャ）に変わっ

て普及しているバイクタクシー（オジェック）

は，雑業としての歴史も比較的浅い職種である

が高学歴層の比率が高く，逆に都心の周辺地域

でのみ営業が認められる人力車夫（年齢的にも

中・高年層が多い）や，女性雑業の典型である

家事使用人（プンバントゥ，メイドの意）は低学

歴層が多数を占める。

２ 職種別収入分布と就労年数・労働時間

表１４は職種別の収入構成である（月額。商売

道具のレンタル料などを除いた純収入の意，以

下同様）。全職種の平均月収は１３９万ルピア（調

査時のレート換算で約１万５，４００円）となるが，

職種間に格差があり，バイクタクシー運転手・

露天行商人・自動３輪タクシー運転手が相対的

に高く，人力車夫・家事使用人に低収入が偏在

している。後２者が低収入であるのは，人力車

が都心から排除され郊外裏通りでのみ営業可能

露店・行商人 ３輪タクシー運転手 人力車夫 バイクタクシー運転手 家事使用人 合 計

１００，０００～ ２００，０００ １ － － － － １

２００，０００～ ３００，０００ － － １ － １６ １７

３００，０００～ ４００，０００ ４ － ５ － １１ ２０

４００，０００～ ５００，０００ １ － １ － １ ３

５００，０００～ ６００，０００ ６ １ １ － － ８

６００，０００～ ７００，０００ － １ ３ １ １ ６

７００，０００～ ８００，０００ ３ １ ２ １ － ７

８００，０００～ ９００，０００ ３ － － － １ ４

９００，０００～１，０００，０００ ４ － ３ １ － ８

１，０００，０００～２，０００，０００ １５ ８ － ８ － ３１

２，０００，０００～３，０００，０００ ４ １ － １ － ６

３，０００，０００～４，０００，０００ ９ － － － － ９

４，０００，０００～５，０００，０００ ２ － － １ － ３

５，０００，０００～ ８ － － ３ － １１

合 計 ６０ １２ １６ １６ ３０ １３４

平均月額（ルピア） ２，２８２，０００ １，３８２，０００ ５５６，０００ ２，４３１，０００ ３０２，０００ １，３９１，０００

表１４ 都市雑業，職種別収入構成（月額，ルピア）

（出典）筆者調査（２００６年６～９月）。
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な旧タイプの雑業であること，家事使用人は主

に若年女性の職種で通常は主人宅での住み込み

労働であるため，住居・食事が提供されている

ことなどが，その要因として考えられる。

雑業収入に関して注目しておきたいのは，就

労年数や労働時間との相関である。つまり，就

労年数の差異が収入に反映しているのか，とい

う点である。そこで，表１５に職種別の収入と

就労年数の分布を集計してみた。収入について

はこれを３階層に区分しているが，それは以下

のような判断基準による。�下位層（７０万ルピ

ア未満），調査時の首都圏最低賃金がほぼ７０万

ルピア前後（ジャカルタの最低賃金０５年９月改

訂額が７１万２，０００ルピア，周辺３県でもジャカ

ルタ近郊工業団地の外資系企業では「ジャカル

タ基準」を適用する企業が多い。）であるから，

最低賃金以下の低所得層。�中位層（７０万ルピ
ア～２００万ルピア），前述の日系企業調査などか

ら工場労働者の上位生産職の平均的収入（諸手

当込み）がおよそ１５０万～２００万と推定されるの

で，概して製造業のブルーカラー層（非正規職

も含む）の収入に比定しうる階層。�上位層

月 収（ルピア）

７０万ルピア未満 ７０万～２００万ルピア ２００万ルピア以上

露天・行商人

１年未満 ２ ３ ５

１年～３年 ３ ５ １

３年～５年 ３ １ ３

５年～１０年 － ６ ２

１０年以上 ４ ９ ９

３輪タクシー運転手

１年未満 － － －

１年～３年 － １ －

３年～５年 － ５ －

５年～１０年 ２ １ １

１０年以上 － １

人力車夫

１年未満 １ １ －

１年～３年 １ １ －

３年～５年 １ － －

５年～１０年 １ １ －

１０年以上 ５ ２ －

バイクタクシー運転手

１年未満 － － －

１年～３年 － ５ －

３年～５年 － ２ １

５年～１０年 － ２ ２

１０年以上 １ － ２

家事使用人

１年未満 ３ － －

１年～３年 ８ － －

３年～５年 ８ － －

５年～１０年 ８ １ －

１０年以上 － － －

合 計 ５１ ４７ ２６

構成比（％） ４１．１ ３７．９ ２１．０

表１５ 都市雑業，収入と就労年数の職種別集計

（出典）筆者調査（２００６年６～９月）。

２００８．６ インドネシアの労働格差 宮本 1515（ ）
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（２００万ルピア以上），製造業の正規職ホワイト

カラー層の所得水準。同表から，どの職種を

とっても就労年数を積むことで収入が上昇する

という関係はみられない。調査対象として選択

した典型的な都市雑業は，いずれも独自の技能

訓練を要する仕事ではなく，いわば不熟練・単

純労働であるから，参入前の学歴や技能はもち

ろんのこと，長期の就労によって技能が向上・

体系化して顕著な収入増が見込めるというもの

ではない。せいぜい一定の就労期間のうちに，

経験を通して一定の効率的な仕事の手順を覚え

る程度であろう（注２）。

それでは，１日当たりの労働時間と収入の相

関はどうか。全職種の平均労働時間は１２．４時

間，職種別では露天・行商人１０．４時間，自動３

輪タクシー運転手１２．６時間，人力車夫１２．４時

間，バイクタクシー運転手１１．８時間，家事使

用人１４．８時間となる。先に示した職種別平均

収入と比較しても，多収入の職種が長時間労働

というわけではない。また同一職種内での労働

時間と収入の多寡についても検討してみたが，

これも明らかな相関は見られなかった。例えば

露天・行商人では（労働時間に関する有効回答

５５），月収２００万ルピア未満層の平均労働時間

の分布が１５時間以上５人，１５時間～１０時間１５

人，１０時間～５時間１０人，５時間未満２人，２００

万ルピア以上層では，１５時間以上１人，１５時

間～１０時間１０人，１０時間～５時間１０人，５時

間未満１人となり，分布状況は他の職種でもほ

ぼ同様の結果であった。単純労働にもかかわら

ず，必ずしも長時間労働が多収入を保証してい

ないが，恐らくこれは販売品やその季節性，営

業できる場所や時間帯など，他の要因が強く作

用しているためと推察される。

なお前掲表１５で収入を３階層に区分したこ

とによって，雑業層間の収入格差を製造業労働

者の収入水準と比較することも可能となってい

る。上述のように下位層は最低賃金以下の低所

得層，中位層はそれ以上のブルーカラーの生産

職レベル，上位層はホワイトカラーの事務系・

技術系に匹敵する収入水準ということになる。

同表から，収入額だけをみれば，およそ５～６

割の雑業労働者の収入が上位労働市場に参入し

ている労働者と同等，もしくはそれ以上のレベ

ルになるが，注目すべきは労働の質的内容であ

り，本稿では労働格差という視点からむしろこ

れを強調したい。つまり，労働者としての技能

形成を伴わない不熟練・単純労働であること，

また雑業ゆえに様々な就労保証（労働者に対す

る社会保障や企業の福利厚生に相当するものな

ど）は一切なく，不安定な就労＝生活を余儀な

くされていることである。

３ 出身世帯構成

今回の調査では，前述の学歴・前職に加え

て，新たに出身世帯の職業についても聞き取り

を行い，雑業労働者のキャリアパターンを追跡

する一環とした。表１６がその職種別集計であ

り，既述の日系企業労働者と同様に親の職業に

よって出身世帯を判断している（主たる収入源

による分類）。農業世帯（農業経営＋農業労働

者）が４８．６％，これに商業・自営業が２２．９％

で続く。労働者世帯（工場労働，事務職）の出身

は依然少数で，高学歴を要する公務員・教員の

世帯出身も極く僅かである。日系企業労働者

（高卒以上の高学歴が入職の要件）とは主たる供

給源の相違が明瞭であろう。これに前述の学

歴・前職・出身地を合わせ見れば，都市雑業の

主たる給源と参入ルートは，地方・農村部の農

業・サービス業世帯から向都移動，低学歴層は

都市雑業へ，一部の高学歴者は第２次産業や専

門職サービス業にも参入するが，経済危機をは

じめ何らかの事情で雑業市場に移動，可能なら

ば雑業市場内部で転職を繰り返すか，より上位

の市場への移動を狙って待機するということに

なろう。

なお，農家出身者については，出身農家の土

地所有規模も今回の調査項目に含めたので，こ

れを表１７に集計した。現地農業に関しては，

集約農業のジャワと粗放農業の外島を同じ基準
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で比較できないので，同表ではサンプル数の多

いジャワのみに限定している。厳密にみれば同

じジャワ農業でも地方ごとに経営集約度や土地

肥沃度なども異なるが，大雑把に言って０．２５ha

以下層は農業と農外の多就業よって生計を維持

しうる下層世帯，０．２５ha～１ha 層が農業を主

たる収入源とする，恐らく自作農中心の中位

層，１ha 以上層が上層世帯（富農・地主層）と

見なしうる（この点，詳しくは宮本：２００１）。表

１７によれば，下層農家出身者が６割を占めて

おり，これが農業世帯出身者の主力となる。た

だし注意すべきは，今回の出身世帯調査が主た

る収入源によって分類していることであり，農

業が主たる収入源になりえない農村居住世帯

（農村雑業層，つまり土地なし農民か，あるい

は零細耕地ゆえに農外就労が主たる収入源の農

村階層）が下層農家のさらに下位に分厚く堆積

しているのがジャワ農村の特徴でもある。した

がって，地方＝農村出身者の多数が農村雑業層

を含めた農村居住の下層世帯から流出している

ものと推察される（注３）。

４ 入職と就労慣行

都市雑業への参入の特徴は，地縁・血縁の縁

故関係に強く依存していることである。上位の

労働市場と異なり広告求人や公的斡旋機関に

よって求職情報を得ることなどあり得ない。今

回の調査対象者も，入職方法としておよそ５割

が血縁者による斡旋，４割が知人を介してと答

えている。換言すれば，得られる職情報の制約

ゆえに参入できる職種が規定されることにな

る。したがって，都市雑業といえども職種の選

択は限定的とならざるを得ない。新参の雑業就

労者は，通常同郷の地縁・血縁を頼って職を

得，就労に必要な手順も教示され，住居も斡旋

してもらうケースも少なくない。

表１８に調査４職種の参入時における主たる

商売道具の調達方法を分類している。露天・行

商は少額の資金でも始められるので，カキリマ

の自己所有も少なくないが，バジャイ・オ

ジェック・ベチャなどは自己調達できず，地元

の有力者である親方（元締め）からのレンタルで

職に就くものも少なくない。今回の調査では，

とくにバジャイとベチャのレンタル比率が高

い。カキリマ・バジャイなどのレンタルによる

雑業参入では，新参者は親族や知人から親方を

紹介され，その親方の「縄張り」で営業をはじめ

るのである。商売道具を自己調達する場合も，

土地の有力者の承認を得て仕事を始めるのが通

露店・行商人 ３輪タクシー運転手 人力車夫 バイクタクシー運転手 家事使用人 合 計 構成比（％）

農業経営 ３０ ４ ７ ３ ６ ５０ ３５．７

農業労働者 ４ ２ １ － １１ １８ １２．９

工場労働者 ２ － １ ４ － ７ ５．０

事務職 ２ － － － － ２ １．４

商人・自営業 １５ ６ ４ ４ ３ ３２ ２２．９

公務員（行政職） － － － １ － １ ０．７

教 員 １ － － １ － ２ １．４

無 職 ２ － － １ ４ ７ ５．０

その他 ９ － ３ ２ ７ ２１ １５．０

合 計 ６５ １２ １６ １６ ３１ １４０ １００．０

土地所有規模（ha） 労働者数 構成比（％）

０．００～０．２５ ２８ ６０．０

０．２５～０．５０ ３ ６．４

０．５０～０．７５ ７ １４．９

０．７５～１．００ － －

１．００～２．００ ４ ８．５

２．００～ ５ １０．６

合 計 ４７ １００．０

表１６ 都市雑業者の出身世帯職業構成

（出典）筆者調査（2006 年６～９月）。

表１７ 都市雑業，出身農家の土地所有規模別構成

（出典）筆者調査（２００６年６～９月）。
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例であるから，就労の範囲が自由に選択できる

わけではない。

土地の有力者＝親方は，通常，複数の就労者

を抱えており，口頭で契約，商売道具のレンタ

ル料から仕事の手順まで指示し，自己の「縄張

り」の範囲で就労させている。バイクやミニバ

スを所有する親方には華人商人が多いと言われ

ているが，その他にプリブミ（現地マレー系の

インドネシア人の意）では元軍人や地元役人な

ども知られている。調査対象の雑業層から，彼

らの親方について得られた事例を紹介してみる

と，以下の如くである。�雑貨露天商の親方
（華人，５５歳），２０台の屋台を所有，�タバコ
露天商の親方（プリブミ），６台の屋台を所有，

本人は雑貨店を経営，�バジャイ運転手の親方
（華人，５０歳），バジャイ５０台を所有，ベンケ

ル（簡易ガソリンスタンド）も経営，�バジャイ
運転手の親方（プリブミ，５５歳），バジャイ１５

台所有，ベンケル経営，�オジェック運転手の
親方（プリブミ，４７歳），オジェック８台所

有，元商人，�オジェック運転手の親方（プリ
ブミ，４５歳），オジェック１４台所有，レンタ

カー会社経営，�ベチャ車夫の親方（華人，５０
歳），ベチャ７台所有。

レンタル料は，１日当たりで支払うのが一般

的だが，月単位・週単位の契約もあり多様であ

る。１日当たりでは，バジャイ３万～５万ルピ

ア，オジェック１万～１万５，０００ルピア，ベチャ

３，０００～４，０００ルピア，カキリマ６，０００～２万

ルピアが調査時の相場であった。タクシー・バ

イクについては，燃料代を親方・使用人のどち

らが負担するか等でレンタル料も異なってく

る。いずれにしても雑業層は，労働市場への参

入時に地縁・血縁の縁故関係に制約されるだけ

でなく，参入後も地域社会の人的ネットワーク

の下での就労を強いられることになる。

以上のように，縁故関係に強く依存した入職

の特異性ゆえに，たとえ雑業でも職の選択は限

定されており，市場の閉鎖性が特徴的である。

それでも転職経験者の比率は相当に高く，およ

そ半数が複数回の転職を経験している。今回の

調査結果で特徴的な点は，既述のように工場労

働の経験者なども増加していることであるが，

地方・農村出身者は地元での就労経験後に首都

圏の都市雑業に参入するケースもあり，これが

転職経験者の比率を高める要因ともなる。また

同じ都市雑業市場の内部で転職するとすれば，

やはり縁故関係者への依存度が高くなる。長期

の都市生活によって人的ネットワークを新たに

広げれば，雑業市場内部の職種間での転職の可

能性も高まるが，親族や同郷者と集団居住して

同職に就くのが一般的であるから，そうした就

労環境からして雑業市場内部での移動も頻繁に

は起こりにくい。また雑業は前述のように不熟

練・単純労働，長時間労働であるから，就労中

の技能形成や夜間学校・職業訓練校等での学

歴・技能向上によってより上位の労働市場へ移

動することは極めて困難である。雑業以外の職

種に移動するとすれば，何らかの縁故を頼って

町工場などの小規模零細企業に入職するケース

であるが，不安定就業（雇用保証の欠如，不規

則・不熟練・低賃金労働）という点では雑業と

比較しても労働の質的レベルで差異がない。低

学歴と低技能は労働市場の上向移動を制約して

おり，雑業労働の経験を蓄積しても上位市場

（たとえば既述の日系企業）への参入要件は満た

（商売道具）
露店・行商人
（屋台）

３輪タクシー運転手
（３輪タクシー）

人力車夫
（人力車）

バイクタクシー運転手
（バイク）

合 計
構成比
（％）

自己資金による所有 ４３ ２ １ １０ ５６ ５１．８

親方からのレンタル １０ ８ １５ ６ ３９ ３６．１

その他 １１ ２ － － １３ １２．０

合 計 ６４ １２ １６ １６ １０８ １００．０

表１８ 都市雑業者，商売道具の入手方法

（出典）筆者調査（２００６年６～９月）。
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せない。上位市場への移動が起こりうるとすれ

ば，それは雑業市場で待機する高学歴者が何ら

かのチャンスを得た場合などに限定されるであ

ろう。

おわりに

本稿でいう労働格差とは，既述のように単に

労働者の賃金＝収入格差に止まらず，労働者生

活の社会制度的保証（国・自治体・企業が保証

する社会保障や各種福利厚生）の対象であるか

否か，労働者としての技能修得および熟練度に

応じたキャリア上昇の可能性の存否，あるいは

老後生活保証の存否など，労働者の就労と生活

の安定度を指標とした格差のことであった。

今回調査した首都圏の日系企業と都市雑業の

事例によれば，首都圏労働市場における労働格

差は，階層化した労働市場において，上位労働

市場の内部においても，また下位との市場間に

おいても多層化して形成されていた。日系企業

では，分節的内部労働市場に規定された企業内

労働格差が顕著であり，それは各職層の労働条

件と賃金格差によって明瞭であった。また都市

の分厚い底辺労働市場である都市雑業の労働実

態をみれば，そこには不安定就業（不熟練・単

純労働，技能向上の欠如，各種労働・生活保障

の欠如）が構造化され，上位市場（とりわけ正規

労働者の市場）との労働格差が顕著であった。

今回は外資系企業の主力とされる日系企業と

都市雑業の典型的職種を調査対象としたが，そ

の他にもこの国の都市労働市場に関しては，現

地資本の大企業や中小零細企業の分析が不可欠

である。筆者が十数年前に実施した現地資本の

中小零細企業の労働市場調査では，多数が地方

出身の低学歴・低技能の就労者であり，地縁・

血縁の縁故に依存して就労していた。町工場な

どの小規模零細企業ほど，かかる特徴が一層顕

著であった。家族経営が一般的で，昇進＝昇給

のルールも明確ではなく，不規則労働と低賃金

を共通の特徴としており，経営者（およびその

家族）以外はこの国の不安定就業の一構成部分

とみられた。上位労働市場の正規職労働者と比

較すれば，明らかに就労の不安定性が明瞭で

あった。都市雑業と異なる点は，せいぜい一定

期間の就労保証や住居保証（職場内で集団的に

宿泊）に止まっていた。

今後は異なる労働市場の事例分析を重ね，こ

の国の都市労働市場の重層化と序列化された労

働者の格差構造の全体像を解明することが課題

となる。

注

（注１） オートバイの年間販売台数は２００２年には経済

危機前のピーク時（１９９７年）の１８５万台を超えて２３２万

台，２００４年には３９０万台と驚異的ともいえる伸びをみ

せている。バイク市場の活況要因は，ローン金利の低

下，中国製との競争で日本製も価格が低下したこと，

経済危機後ルピア価はおよそ５分の１に低下したが，

この数年の最低賃金の大幅上昇で給与水準が相殺され

てきたこと，などである。バイクは中国製の輸入車と

の競争でも，アフターケアの面と中古市場での日本製

の高い評価から，今のところ競争力を維持している

（ジェトロ・ジャカルタセンター［２００５］参照）。

（注２） オジェックに高学歴者がやや多いので，オ

ジェックについては収入と学歴のクロスデータをとっ

てみた。本文で指摘した収入ゾーン別に，中卒以下で

�７人，�２人，高卒で�１人，�３人，�３人と学歴

による明確な収入格差は見られなかった。オジェック

の場合も他の職種と同様に，参入できる職種が人的

ネットワーク，縁故関係に強く規定されている。

（注３） 出身農家の土地所有別階層と本人の学歴水準

についても集計してみたが，０．２５ha 以下の最下層出

身者２８人では小学校卒以下１８人，中卒８人，高卒２

人，１ha 以上の上層世帯出身者小学校卒以下５人，中

卒４人，高卒２人，大卒１人となっている。上層世帯

ほど学歴水準が相対的に高くなり，高学歴者は向都移

動後も上位労働市場への参入可能性が高くなるが，農

家出身高学歴者のサンプル数が少なく，彼らの職歴を

すべて調査したわけでもないので，ここでは断定的な
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結論は避けてデータを示すに止めたい。

付記

本稿で使用したデータの収集と集計にあたっては，

エルシ・スナルシ・スナンダールさん（インドネシア

中央政府・開発会計検査庁開発部門シニアリサー

チャー），および村上明子さん（北海道大学大学院経済

学研究科博士後期課程）の協力を得た。記して謝意を

表したい。
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